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1. 大和証券グループの概要
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1902

・大和証券グループ本社、
大和証券、
大和証券SBCM*設⽴
(*後に大和証券SMBC)

・藤本ビルブローカー
設⽴
(※ビルブローカー：
手形仲買人の意)

・三市場第二部

1943 1961 1999 20081959 1964 1970 1989

・ロンドン進出

・大和証券
投資信託委託設⽴

・ニューヨーク進出

2011

・大和ネクスト銀⾏設⽴
創業117年

大和證券設⽴ 二部上場 一部上場 持株会社体制移⾏創業

・大和総研設⽴

2012 2019

“新”大和証券“新”大和証券分社時代分社時代大和證券大和證券藤本ビルブローカー藤本ビルブローカー

1998

企業理念の設定 大和スピリットの策定

新大和証券設⽴

1996

インターネット取引開始

1902年の創業以来、117年の歴史の中で培ったDNA
＝ 時代の先を⾏く先進的な取組みにより、資本市場の発展に貢献

 1986年(昭和61年) 日本初のパソコンによるホームトレードサービスを開始

 1999年(平成11年) 日本の上場会社初の持ち株会社大和証券グループ本社を発足

大和証券グループのあゆみ
1. 大和証券グループの概要

1956

・東京都千代田区
呉服橋に本店ビル
を新築、移転

2007

・本社を「グラントウキョウ
ノースタワー」に移転

19861917

・日本初の外国
公債を販売

令和令和平成平成昭和昭和大正明治明治



5

大和証券グループ本社
（持株会社）

リテール部門
ホールセール部門 アセット・

マネジメント部門 投資部門

大和証券

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾏｰｹｯﾂ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ
・ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

大和証券キャピタル・マーケッツ
ヨーロッパリミテッド

大和証券キャピタル・マーケッツ
香港リミテッド

大和証券キャピタル・マーケッツ
シンガポールリミテッド

大和証券キャピタル・マーケッツ
アメリカ Inc.

大和証券
投資信託委託

大和ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ・
ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

大和証券
オフィス投資法人

大和
企業投資

大和PI
ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

大和
エナジー・
インフラ

大和証券
ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ

大和
ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ

大和ネクスト
銀⾏

主要会社構成
1. 大和証券グループの概要

シンクタンク/システム
銀⾏・その他

大和総研

大和総研
ﾋﾞｼﾞﾈｽ･
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

投信/投資顧問投信/投資顧問

不動産ｱｾｯﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ不動産ｱｾｯﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｼﾝｸﾀﾝｸ/ｼｽﾃﾑｼﾝｸﾀﾝｸ/ｼｽﾃﾑ 銀⾏銀⾏

フ ィ ン タ ー テ ッ ク
Fintertech
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リテール部門
1,858億円

その他・調整等
464億円投資部門

17億円（0.4％）

アセット・
マネジメント部門
482億円

1,589億円
ホールセール部門

グローバル・マーケッツ ・・・1,072億円
グローバル・インベストメント・バンキング ・・・516億円

2018年度
純営業収益
4,412億円

部門別 純営業収益の構成
1. 大和証券グループの概要

10.5％

10.9％

36.0％

42.1％



2. 大和証券グループの投資魅⼒
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国内リテール事業の成⻑性

ハイブリッド型ビジネスモデル

海外ビジネスの安定的な利益貢献

2. 大和証券グループの投資魅⼒

投資対象としての魅⼒

１
2
3
4 充実した株主還元

5 SDGsへの注⼒



33.0%

13.1%

52.5%

31.3%

53.9%

16.2%

33.4%

30.2%

28.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

欧州

米国

日本

現⾦・預⾦ 株式等・投資信託・債務証券 保険・年⾦・定型保証 その他計

9

家計の⾦融資産の状況（日・⽶・欧）

1,829兆円

81.7兆ドル
（円換算：
約8,987兆円*）

24.0兆ユーロ
（円換算：
約3,024兆円**）

*1米ドル＝110円

**1ユーロ＝126円

家計の⾦融資産において、日本は投資（有価証券）より貯蓄（現⾦・預⾦）に偏る
「貯蓄から投資」が実現した際、資⾦の受け⽫となる当社にとっては大きなビジネスチャンス

2. 大和証券グループの投資魅⼒

（約295兆円）（約960兆円）

（約4,843兆円）

（約946兆円）

投資・資産形成（有価証券）

（出所）日本銀⾏（2018年3月末時点）
※ 「その他計」は、⾦融資産合計から、「現⾦・預⾦」、「株式等」、「投資信託」、「債務証券」、「保険・年⾦・定型保証」を控除した残差
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NPS 研修

チャネル

役割

店舗

コンタクト

 お客様第一のマインドの浸透を図るために、
「クオリティNo.1会議」を開催

 入社3年⽬〜5年⽬までの研修を新設
・・・CFP認定者数 856名 業界No.1

 お客様の属性・ライフステージに
応じたチャネルの最適化

あんしんプランナー 70ヶ店
フィナンシャルコンサルタント 72ヶ店
に導入済み

 本部主導の営業体制から、
お客様のニーズをベースとし
た各店からのボトムアップ型
営業体制へ移⾏

 低コスト・小規模な営業所を
拡大

 お客様との接点拡充を図る

営業所数 43ヵ店
店舗数計 160ヵ店 (国内）

 お客様とのコンタクト頻度を
増やすためのルールを設定

 取引データを分析

 お客様の満足度を「⾒える化」
 「大和版NPS」 全店に導入完了
 継続的な向上を⽬指す

※2019年7月末時点

あんしんプランナー高齢層向け

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資産形成層向け

お客様目線に
⽴脚した

営業体制の構築

※2019年4月時点

2019年6月末時点

リテールビジネスは、依然として膨大な将来性を有している
持続可能な中心となるビジネスとして、お客様本位の営業体制の強化により、成⻑を目指す

三位一体のリテール戦略
2. 大和証券グループの投資魅⼒

注： NPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。
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お客様満⾜度指標、NPSの全店導⼊が完了。今後はNPSの向上を軸として、部店・営業員の
評価体系の刷新など、お客様の利益を第⼀に考える仕組みの整備を⾏なう

NPSを原動⼒とした展開フェーズ

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

NPSを軸とした営業改革

NPSパイロット展開 NPS導⼊に伴う営業員の意識改革
NPS全店導入完了

「お客様の利益を第⼀に考える」仕組みの整備
⇒NPSの継続的な向上

NPSNPS
評価
体系

ボトム
アップ型

商品
戦略

持続可能な体制を
構築し、新しい

企業文化として定着

コーチング

営業改革営業改革

 お客様の運用損益
状況を、部店及び
営業員の評価に
反映

評価体系

 ライン課⻑のコーチ
ング⼒やソリューショ
ン提案⼒を強化す
るための研修等を
実施

コーチング

大和版NPS®の導⼊

6 5 4 3 2 1 08 710 9

批判者中⽴者推奨者

推奨者の割合
（％）

批判者の割合
（％） NPS®－ ＝

ぜひ薦めたい 全く薦めたくない

®®

Q.ご家族やご友人から、「どの証券会社に⼝座を開設したら良いか」を
相談された場合、大和証券をご家族やご友人に薦める可能性は

どのくらいありますか？

お客様満⾜に⽴脚した営業体制の進化
2. 大和証券グループの投資魅⼒
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販売チャネルの最適化により、多様化するお客様のニーズを的確に捉えることが可能に
機動的・低コストの営業所を今後2〜3年で更に拡大させるとともに、既存店舗の効率化を継続
販売チャネルの最適化 店舗戦略 〜営業所の拡大・大型店舗の統合〜

あんしんプランナー フィナンシャルコンサルタント

123名123名

70ヵ店70ヵ店 72ヵ店72ヵ店

配置人員数 123名123名

導入店舗数

2020年4月頃までに全店舗117ヵ店への導⼊を目指す

あんしん
プランナー

フィナンシャル
コンサルタント

資産
コンサルタント

CS業務

資産
コンサルタント

CS業務

全ての
お客様

細分化前 細分化後 (2017年10月〜)

富裕層

高齢層

資産形成層

対⾯によるお客様接点の更なる拡大

大和証券店舗・営業所数推移

営業所
事務管理部⾨を持たない、
低コストで小規模な営業拠点

162162
(うち営業所数： )(うち営業所数： )

今後2〜3年で
営業所を更に拡大

4848

2. 大和証券グループの投資魅⼒

既存・大型店舗の
統合・効率化

営業所を除く
店舗数：

営業所を除く
店舗数：

（店）
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日本郵政グループとの資産形成分野における新たな協業の検討を進めることについて合意
投資⼀任サービス等、新たなコンサルティングサービスの開発における協⼒体制の構築を進める

相互の経営資源を活⽤し、我が国における「貯蓄から資産形成」の流れを加速

2019年7月末現在

2019年3月末現在

国内店舗数：160
世界21ヶ国/地域

創業117年、投資⼀任15年間で培った
豊富な経験、知⾒、リソース

通常貯⾦⼝座数：約1億2,000万
個人貯⾦残高：約180兆円

顧客基盤 ノウハウ

全国の郵便局数：約2万4千局
（ゆうちょ銀⾏：233営業所）

ネットワーク ネットワーク

お客さま⼀人ひとりのライフスタイル・ニーズに応じた、中⻑期的な資産形成をサポート

出所：日本郵政株式会社、株式会社ゆうちょ銀⾏ 開⽰資料

（十億円） 投資⼀任契約残高（大和証券）

(FY)

※年度末値

0

2,000

4,000

6,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

資産形成分野における新たな協業
2. 大和証券グループの投資魅⼒
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対面ニーズ

ネットニーズ

年齢
⾦融資産
（大）

年齢
⾦融資産
（小）

大和証券
コンサルティングコース

スマホ証券

ネット証券

コンサルティング
コース

ダイレクトコース

ダイレクトコースとの
競合は限定的

新たなお客様層

投資初心者・資産形成層をメインターゲットにスマートフォンに特化した⾦融サービスを提供する
新たなブランド「CONNECT」の設⽴を準備

商号 株式会社 CONNECT
資本⾦ 8億円（資本準備⾦含む）
株主 大和証券グループ本社（100%）
設⽴日 2019年4月1日
開業予定 2020年春※

ターゲット 主に20〜40代およびアクティブトレーダー層

新ブランド証券のポジショニング

大和証券が従来アプローチ
しきれていなかった

新たな投資家層へアプローチ

※⾦融商品取引業者として関係官庁への業登録手続き等が完了した後、開業予定

投資初心者・資産形成層に向けた新たな取組み
2. 大和証券グループの投資魅⼒

スマートフォンで完結

使いやすいデザイン

IPOを含む幅広い魅⼒的な商品ラインアップ

少額から取引可能
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国内リテール事業の成⻑性

ハイブリッド型ビジネスモデル

海外ビジネスの安定的な利益貢献

2. 大和証券グループの投資魅⼒

投資対象としての魅⼒

１
2
3
4 充実した株主還元

5 SDGsへの注⼒
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ハイブリッド型総合証券グループ=大和エコシステムの拡大

日本郵政
グループ

SBI
ベネフィット

アジアPB
サービス

CONNECT

Fintertech

大和ネクスト
銀⾏

IPO
エコシステム
ファンド他

DC
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

(M&A)

大和
フード＆アグリ

大和企業投資

大和
エナジー・インフラ

大和
ﾌｧﾝﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

三井住友
DS AM

大和投資信託

サムティ
AM

大和
リアル・ｴｽﾃｰﾄ

AMオリックス・
リビング

KDDI AM

大和総研HD

リテール

ホール
セール

ＡＣＡ

大和PI
ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

2. 大和証券グループの投資魅⼒

伝統的な証券ビジネスを核としながら、外部ネットワーク、周辺ビジネスの拡大・強化により
新たな価値の創出を目指す

主なハイブリッド型ビジネス

大和リアル・エステートAM

大和ネクスト銀⾏

Fintertech

大和エナジー・インフラ

ACA

大和フード＆アグリ

オリックス・リビング

フ ィ ン タ ー テ ッ ク

ｱｾｯﾄ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

投資
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2,000

3,000
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預金残高合計

預金口座 （千口座）

0

200

400

600

800

1,000

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

その他

大和証券ホテル・プライベート投資法人

日本ヘルスケア投資法人

日本賃貸住宅投資法人

大和証券レジデンシャル・プライベート投資法人

大和証券オフィス投資法人
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ハイブリッド型ビジネスの拡大による収益の安定性の向上

大和リアル・エステート・アセット・マネジメント運⽤資産残高
（十億円）

大和ネクスト銀⾏預⾦残高ハイブリッド型ビジネスによる経常利益への貢献

2. 大和証券グループの投資魅⼒

（十億円） （千口座）

ハイブリッド型ビジネスの取組み事例である大和ネクスト銀⾏と、不動産アセット・マネジメントが
2018年度の経常利益に大きく貢献

2018年度

（億円）

今後目指す姿

大和ネクスト銀⾏
不動産アセット・マネジメント （83）

ハイブリッド型ビジネス
（年度末）

（年度末）

％
約150億円
18
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事業ポートフォリオの多角化、既存事業との相乗効果、SDGsの観点を踏まえた投資を実施

オリックス・リビングの買収

100%取得

名称 オリックス・リビング株式会社
事業内容 有料⽼人ホーム・高齢者向け賃貸住宅の運営

運営施設

 「グッドタイム リビング」「プラテシア」の施設名称で32施設
（居室数2,726室）を展開
 運営居室数は住宅型有料⽼人ホーム第5位
 介護サービスへのロボット・ICT機器活用のパイオニア

関東地区運営施設(17件) 関⻄地区運営施設(15件)

千葉県
神奈川県

埼玉県

東京都

兵庫県
京都府

大阪府

埼玉蓮田
流⼭

センター南

⻲⼾
⾹⾥ヶ丘

御影

伝統的ビジネスと新たな事業の有機的な連携
2. 大和証券グループの投資魅⼒

大和エナジー・インフラ新会社の設⽴

名称 大和エナジー・インフラ株式会社（DEI）
設⽴日 2018年7月27日
資本⾦ 10億円（資本⾦5億円、資本準備⾦5億円）
株主 株式会社大和キャピタル・ホールディングス(100%)

事業内容
以下に関する開発、投資、融資、運営
① エネルギー（再生可能エネルギー、バイオプロダクト等）
② インフラ（空港、上下水道、環境リサイクル施設等）
③ 資源（⼭林・⽴⽊等）

太陽光発電（三重県多気郡）

バイオマス発電（⼭形県米沢市）
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国内リテール事業の成⻑性

ハイブリッド型ビジネスモデル

海外ビジネスの安定的な利益貢献

投資対象としての魅⼒

１
2
3
4 充実した株主還元

5 SDGsへの注⼒

2. 大和証券グループの投資魅⼒
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ビジネスの最適化
アライアンス戦略の推進 成⻑分野への投資

（十億円）
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海外ビジネスの安定的な利益貢献
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▲ 25.8
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▲ 5.2 ▲ 3.9 ▲ 4.7

13.5 11.4

3.8

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

欧州 アジア 米州 海外合計

2. 大和証券グループの投資魅⼒

海外部門は、ビジネス効率化に向けたこれまでの取組みが奏功し、13四半期連続⿊字を維持



9.1
10.3
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16.2

21.7
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

国内 アジア DC（欧州） DC（米州）
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DC Advisoryのブランド名をグローバルで統⼀し、M&Aネットワークの強化・⼀体化を推進
今後はグローバルのミッドキャップマーケットにおいて、首位を目指す

グローバルM&Aネットワーク M&A関連収益

グローバルミッドキャップアドバイザリーランキング (2018年度)*

 ミッドキャップマーケットで首位を目指す

*Mergermarket。取引⾦額500百万米ドル以下の全地域のM&A案件。会計系除く。公表案件ベース

 収益は着実に増加

（十億円）

収益拡大を目指す

順位 フィナンシャル・アドバイザー 案件数

8 大和証券グループ/DC Advisory 120

米国において、M&Aアドバイザリー会社2社
（セージェントアドバイザーズ、シグナルヒル）を100％子会社化

アライアンス
パートナー

欧州

アジア・
オセアニア

2017年9月・10月

米州

日本

* M&A市場規模2018年実績（出所：Refinitiv)、為替は110.4円/㌦（2018年平均）

欧米企業間
46.2兆円*

日欧企業間
12.7兆円*

日米企業間
4.9兆円*

100％子会社化
2018年12月

2. 大和証券グループの投資魅⼒

グローバルM&Aネットワークの一層の強化
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Mirae Asset
Global Investments

投資信託の運用・販売に
おける協働

韓国
大和國泰證券

（Daiwa-Cathay
Capital Markets）

2001年10月
合弁会社設⽴

台湾
Value Partners

投資信託の運用・販売に
おける協働

香港

中信建投証券

2014年11月 業務提携
2016年12月 出資

中国

フィリピン

2015年11月 業務提携

Development Bank 
of Philippines

1995年3月 合弁会社設⽴

COL
Financial Group

2017年4月 出資

SSI

2008年6月資本業務提携
2016年4月

出資⽐率引き上げ
持分法適用関連会社化

ベトナム
Myanmar Securities

Exchange Centre
（MSEC）

2016年2月証券免許取得
2016年3月 取引開始

ミャンマー

Affin Hwang 
Investment Bank

2013年12月 業務提携

マレーシア

Ambit Private 
Limited

2016年12月 業務提携

インド

Bahana Securities

2013年9月 業務提携

インドネシア
Australia and
New Zealand

Banking Group

2014年2月 業務提携

オーストラリア
ニュージーランド

タイ

Thanachart
Securities

2013年2月 業務提携

Aura Capital Thai
Co., Ltd.

2018年12月 業務提携

北京国有資本経営管理中心との
合弁証券会社設⽴に関する覚書の締結(2018年11月)

2. 大和証券グループの投資魅⼒

アジアにおける主なアライアンス先および出資先
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国内リテール事業の成⻑性

ハイブリッド型ビジネスモデル

海外ビジネスの安定的な利益貢献

2. 大和証券グループの投資魅⼒

投資対象としての魅⼒

１
2
3
4 充実した株主還元

5 SDGsへの注⼒
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資本効率性の
向上

資本効率性の
向上

株主還元の
強化

株主還元の
強化

成⻑投資の
実⾏

成⻑投資の
実⾏

財務健全性の
堅持

財務健全性の
堅持

健全な利益の確保を通じた
持続的成⻑

「成⻑投資の実⾏」、「資本効率性の向上」、「財務健全性の堅持」、「株主還元の強化」の
バランスを図ることで、健全な利益の確保を通じた持続的成⻑を実現

資本政策の考え方
2. 大和証券グループの投資魅⼒
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1株当たり
配当⾦ (円)

自己株式
取得実績

取得価額
189億円

34.9％ 34.1％ 34.5％

42.5％ 42.3％

取得価額
185億円

総還元性向
75.2％

総還元性向
58.3％

総還元性向
60.4％

取得価額
371億円

41.9％

配当性向
実績 (通期)

40％程度

30％程度

50％以上

52.6％

取得価額
348億円

総還元性向
106.9％

15 34 30 29 26 28 21
3 12 17 17 14 16 17 12 13 13 13 15 12 9

中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

株主還元の状況

2018年度に、株主還元の⽅針を更に積極化し、配当性向を「40％程度」から
「50％以上」に引き上げ

年間配当21円、通期配当性向52.6％

取得株式総数：5,500万株、取得価額総額：348億円

配当

自己株式取得

2. 大和証券グループの投資魅⼒

5,000万株(300億円)
を上限とする

自己株式取得枠を設定

2019年7月31日発表
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株価と配当利回り

（円） （％）

配当利回り（7/31時点）

3.82％

株価（7/31時点）

471.5円

当社株価（左軸）

当社配当利回り（右軸）

10年国債利回り（右軸）

TOPIX配当利回り（右軸）

（出所）Bloomberg TOPIX配当利回りは年間の配当実績、当社配当利回りは半期毎の配当実績に基づき計算（出所）Bloomberg TOPIX配当利回りは年間の配当実績、当社配当利回りは半期毎の配当実績に基づき計算

2. 大和証券グループの投資魅⼒

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 19
年度
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株主優待制度

保有株式数 株主優待品カタログ
（50品掲載）

選べる
優待品 株主優待品カタログ 掲載⼀例（2019年3月末優待）

帝国ホテル
十勝牛ビーフカレーと
日向鶏チキンカレー

株主優待品カタログから、お好きな優待品をお選びいただける株主優待を年2回実施

1,000〜2,999株

3,000〜4,999株

5,000〜9,999株

10,000株以上

1点

2点

1点

2点

2,000円相当

4,000円相当

5,000円相当

1万円相当

※株主優待品は毎回変わります。また、株主優待制度の内容は毎回変わる可能性がございます

かねふく からし明太子 銀座千疋屋
銀座フルーツジュレ

アサヒ スーパードライ

2. 大和証券グループの投資魅⼒
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国内リテール事業の成⻑性

ハイブリッド型ビジネスモデル

海外ビジネスの安定的な利益貢献

2. 大和証券グループの投資魅⼒

投資対象としての魅⼒

１
2
3
4 充実した株主還元

5 SDGsへの注⼒
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カナダ
日本
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Environment（環境）
●気候変動対策
●環境汚染への対策
●再生可能エネルギー

Governance（企業統治）
●取締役会の機能
●資本政策
●情報開⽰
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高まるESGの重要性
2. 大和証券グループの投資魅⼒

（兆米ドル）

GSIA*資料 *GSIA(Global Sustainable Investment Alliance)とは、環境保護や社会問題
などへの取り組みを考慮して、企業向け投資の可否を決める持続可能な投資を普及するため、世界7
地域を代表する団体が中⼼となって⽴ち上げた国際組織

Social（社会）
●労働環境への取り組み
●貧困への取り組み
●⼥性活躍

企業の持続可能な成⻑にはESGが不可⽋。欧米を中心に、世界のESG投資額は増加

ESGとは

世界のESG投資額

機関投資家

ESG課題の取り組みが
不⼗分な企業

ESG課題の取り組みが
積極的な企業

投資先の企業選定
ESG課題の取り組みも確認

優先的に投資する

ESG投資で評価される企業
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Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）

SDGs（Sustainable Development Goals（持続可能な開発⽬標））とは
2015年9月の国連サミットで採択された2030年までの国際⽬標。持続可能な世界を実現するために、17のゴール・169のターゲットを掲げている。途上国だけではなく、
日本も含む先進国の在り方を問い、その取組みの過程で“地球上の誰一人として取り残さない（No one will be left behind）”ことを誓っていることが特徴

SDGs×”金融” SDGs×”地方”
SDGs×”テクノロジー” SDGs×”ライフ”

SDGsへの注⼒
2. 大和証券グループの投資魅⼒



② 商品の拡充 ① 市場拡大

31

大和証券グループSDGs推進アクションプラン“Passion for SDGs” 2019

持続可能な資⾦循環を生む “ 大和版 SDGs バリュー・チェーン※ ” の構築

大和証券グループ

大和証券グループの「ジブンゴト化」計画

※バリュー・チェーンとは
事業活動の各プロセスで生み出さる価値を結び付け、
価値の連鎖を生むことで企業全体における付加価値を
より高めるといった経営手法、または考え

SDGs 達成に向けた
サステナブルな資⾦供給

SDGs を契機とした
「貯蓄から資産形成」

の推進・運⽤資産の拡大

資⾦運⽤
主体

社員会社
●環境配慮への取組み ●「誰一人取り残さない」職場づくり ●SDGs人材の育成

●自らを取り巻く社会課題の認知 ●課題解決に向けたアクションの実施● 働きがい改革の推進 ●取組み事例の社内外への発信

③ 産業基盤の育成・支援

④ 投資循環の促進

2. 大和証券グループの投資魅⼒

コンサルティング 組成
スクリーニング

・評価 販売 情報
提供

資⾦需要
主体
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寄付⾦贈呈式（2019年4月）
鉄道弘済会 義肢装具サポートセンター
中野所⻑（中央）⾅井研究室⻑（右）
大和ネクスト銀⾏ 専務取締役 齊藤（左）

 2017年11月より、大和ネクスト銀⾏が
「応援定期預⾦」を含む「えらべる預⾦」の取扱いを開始

「応援定期預⾦」は⽀援先別に預⾦を設定。お預入れ残高に一定
割合を乗じた額を、大和ネクスト銀⾏が⽀援先にお届け。

お預⼊れ残高 ：約90億円（2019年7月）

 個人向けインパクト・インベストメント※債券の
国内市場における大和証券シェア

 ウォーター・ボンド
・・・アジア開発銀⾏がアジア・太平洋地域におけるさまざまな
水 水関連事業に投資することを⽬的として発⾏した債券

 インクルーシブ・ビジネス・ボンド
・・・BOP層*の人々の生活向上に役⽴つビジネスを⽀援

*経済ピラミッドの下層部（Base of the Economic Pyramid）

（大和証券調べ 2019年3月末時点）

「えらべる預⾦」
お預⼊れ

残高 ：215億円超
累計額：約620億円

「応援定期預⾦」
寄付総額

約615万円
（2019年7月時点）

本業を通じて幅広い社会課題解決に貢献

 グリーンボンド
・・・環境に配慮した対応を⾏なう企業等をサポート

大和証券販売額
6,974 億円

シェア

50%

総額
1兆

4,077億円

様々なインパクト・インベストメント債券を販売

※インパクト・インベストメント
とは 、経済的な利益を追求
すると同時に、貧困や環境な
どの社会的な課題に対して解
決を図る投資のこと

2. 大和証券グループの投資魅⼒

インパクト・インベストメント大和ネクスト銀⾏ 「えらべる預⾦」

（2019年7月時点）
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＜10代の⽅向け＞ ＜子育て世代の⽅向け＞
 各種ウェブサイトの運営

edu.daiwa.jp www.daiwa.jp/sodatte

 ⾦融教育テキストの作成・「おしごと年鑑」への協賛

・・・5年間で当社グループから総額1億円程度の寄付を想定

第２回こども応援基⾦授与式の様子（2019年1月）

 「大和証券グループ 輝く未来へ こども応援基⾦」の創設
（公益財団法人パブリックリソース財団）2017年9月〜

【⽀援先】
・SOS子どもの村JAPAN
・PIECES
・Learning for All
・エデュケーションエーキューブ
・D×P

大和証券ヘルス財団

 1972年、大和証券の設⽴30周
年記念事業として、医学研究を
支援する目的で設⽴

2018年度までの助成実績（累計）

贈呈者：1,256名
助成総額：12億3,860万円

大和証券福祉財団

 1994年3月、大和証券の設⽴
50周年記念事業として、企業利
益の⼀部を社会に還元する目的
で設⽴

2018年度までの助成実績（累計）
「ボランティア活動助成」

件数：3,504件
助成総額：8億1,364万円

企業市⺠としての取組み
2. 大和証券グループの投資魅⼒

子どもの貧困問題への取組み財団を通じた地域社会への助成活動

⾦融・経済の学習機会の提供



2% 2%

42%

73%

97%

100% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

34

⼥性活躍推進に優れた
企業を選定

健康経営に優れた
企業を選定

戦略的なIT活用に取り組む
企業を選定

2年連続 「なでしこ銘柄」「健康経営銘柄」「攻めのIT経営銘柄」 受賞 1社のみ
5年連続 「なでしこ銘柄」「健康経営銘柄」 受賞 3社のみ

日本の上場
企業の平均

大和証券
グループ本社

30％Club
の⽬標

【取締役会における⼥性役員⽐率】（取締役14名のうち⼥性役員が3名）

30% Club Japanでは、TOPIX100の取締役会に占める⼥性割合を
2030年に30％にすることを⽬標に掲げ、日本企業のトップ層に占める
⼥性割合を向上させていくことを⽬指す

2. 大和証券グループの投資魅⼒

主な外部評価、取り組み

2年連続100％達成

2020年目標
当社 100％
政府 13%

【 男性の育児休職取得率の推移 】

30％ Club Japan(サーティパーセント クラブ ジャパン)への参画* ワーク・ライフ・バランス（WLB）の推進

経済産業省と東京証券取引所が共同で選定し、「中⻑期の企業価値向上」を重視する投資家にとって魅⼒ある銘柄として公表

魅⼒ある銘柄として

3.7%
21.4%

30%＜
約5倍

*当社より日⽐野会⻑、中田社⻑が参画



参考資料
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今中計期間 次期中計期間 社会及び経済の
持続的発展大和証券グループの

目指す姿

不確実性を
成⻑に転換

成⻑の加速

時間

Potential
(潜在⼒)

Passion
(情熱)

求められる要素

Professionalism
(高い専門性)

預り資産
68.1兆円
時価総額
1.2兆円

現状の延⻑線

社会的課題の解決

2021年度〜2023年度2018年度〜2020年度“Passion for the Best”     
2017

(2018年3月末時点)

預り資産
80兆円

個人の運用資産の拡大個人の運用資産の拡大

貯蓄から資産形成の進展貯蓄から資産形成の進展

運用主体の拡大・多様化運用主体の拡大・多様化

対内・対外直接投資を通じた
企業のイノベーションの促進

対内・対外直接投資を通じた
企業のイノベーションの促進

預り資産
100兆円

日本の成⻑⼒

⽬指す未来のイメージ
参考資料
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中期経営計画（2018年度〜2020年度）の⾻⼦

未来を創る、⾦融・資本市場のパイオニア

お
客
様
資
産
の
拡
大

日
本
経
済
を
牽
引
す
る
企
業
の
成
⻑

“Passion for the Best” 2020

2020年度2020年度2019年度2019年度2018年度2018年度“Passion for the Best” 2017“Passion for the Best” 2017

資
産
規
模
・
企
業
価
値

営業体制、プロダクト・サービスの整備

「お客様第⼀の業務運営」の実現と進化

お客様満⾜度の⾶躍的向上

伝統的ビジネス強化、グループ内リソースのフル活⽤

外部ネットワーク、周辺ビジネスの拡大・強化

プロダクト・サービスの高度化

デジタル・トランスフォーメーション

基本⽅針 進捗のイメージ

Passion

PotentialProfession
-alism

Innovation

ハイブリッド型
総合証券グループとして
「新たな価値」の提供

クオリティNo.1の
コンサルティング⼒による

「付加価値」の高い
ソリューションの提供

1

2

時間

お客様本位KPI* 業績KPI* 財務KPI*

グループ数値目標

* KPI : Key Performance Indicator(重要業績評価指標)

参考資料
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純営業収益 経常利益 親会社株主に帰属する純利益
（十億円） （十億円） （十億円）

参考資料

決算の概要 (2019年度第１四半期)

純営業収益

経常利益

グループ連結業績

△46.6％

638億円

4,412億円

831億円

△42.3％

△12.7％

160億円

1,071億円

179億円

+19.8％

△0.3％

+1.5％

2018年度
累計 前年同期⽐ 2019年度

第1四半期 前四半期⽐

親会社株主に帰属する純利益

BPS (円)

ROE (年間算) 5.1％

794.54

5.2％

787.65

108.5

130.9 134.9 130.8
115.6 107.8 110.3 107.4 107.1

0

60

120

180

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2017年度 2018年度 2019
年度

25.1

43.8 43.2 43.4

25.8
20.1 19.4 17.6 17.9

0

20

40

60

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2017年度 2018年度 2019
年度

19.3

31.9

22.6

36.5

18.5 17.7
14.1 13.4 16.0

0

20

40

60

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2017年度 2018年度 2019
年度
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今期中期経営計画期間(2018年度〜2020年度)に計300億円の収支改善（トップラインの向上とコスト削減）
を目指し、次期中期経営計画期間中(2021年度〜2023年度)に更なる上積みを目指す

“Passion for the Best” 2020 次期中期経営計画期間

2018年度 2020年度

クオリティNO.1の経営基盤の確⽴
2019年度 2021年度-2023年度

収支構造の改善リテール営業改革の推進
クオリティNO.1 ハイブリッド戦略 の推進

Phase.1 Phase.2 Phase.3

 リテール営業改革の推進
-店舗戦略
（営業所拡大、大型店舗の統合）
-セグメンテーション
（お客様属性に応じた人員配置）
 生産性向上・業務効率化
 投資有価証券の売却

 不採算ビジネス・サービスの⾒直し
 本社・本部機能のスリム化
 営業店機能の効率化

Phase.1施策の継続＋経営資源のリアロケーション等による利益拡大

 保有資産の⾒直し
 販管費の「ムダ」削減

経営資源の
リアロケーション等による

トップラインの向上

＋500億円
経営資源の

リアロケーション等による
トップラインの向上

+150億円
＋300億円

収支改善目標＋500億円
(2019年度〜2023年度)

現在の収支構造

収支改善目標＋300億円
（〜2020年度）

厳しい事業環境

経営資源のリアロケーション
 人材の有効活⽤
 資産の有効活⽤

コスト削減
+150億円

コスト最適化

参考資料

収支構造改革のロードマップ（全体像）
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Phase.2における収支改善プラン

コスト削減
+150億円

コスト削減 「不採算ビジネス・サービスの⾒直し」、「販管費のムダ削減」等を中心にコストを150億円削減
トップライン向上 「本社･本部機能のスリム化」、「営業店機能の効率化」等を中心に人材プールを創り出し、

戦略的事業領域への”経営資源のリアロケーション”等を通じて、トップラインを150億円向上

経営資源の
リアロケーション等による

トップラインの向上
+150億円

販管費の「ムダ」削減

保有資産の⾒直し
営業店機能の効率化

本社・本部機能のスリム化

不採算ビジネス・サービスの⾒直し

戦略的事業領域への経営資源リアロケーション等によるトップラインの向上

フィナンシャルコンサルタント

M&A人材/IPO人材

ウエルスマネジメント人材

経営資源のリアロケーション等

人材のリアロケーション
既存ビジネス強化 ハイブリッド型ビジネス強化

新規ビジネス人材

外部連携人材

資産のリアロケーション

戦略的事業領域への
投資等

収益拡大に向けた
施策の実施

参考資料

収支構造改革 Phase.2 ：経営資源のリアロケーション
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S&P

Moody’s

Fitch

参考資料

大和証券グループ本社および大和証券 格付け推移

大和証券グループ本社
大和証券

A A
A- A-

BBB+ BBB+
BBB BBB
BBB- BBB-

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2019年度2018年度2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

大和証券グループ本社
大和証券

A2 A2
A3 A3

Baa1 Baa1
Baa2 Baa2
Baa3 Baa3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2019年度2015年度 2016年度 2017年度 2018年度2013年度 2014年度

大和証券グループ本社/大和証券

A A
A- A-

BBB+ BBB+
BBB BBB
BBB- BBB-

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2019年度2015年度 2016年度 2017年度 2018年度2013年度 2014年度

※2019年8月2日現在
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【URL】 http://www.daiwa-grp.jp/

IRウェブサイト 刊⾏物

アニュアルレポート（統合報告書）

ビジネスレポート（株主さま向け）

参考資料

株主・投資家の皆さまへの情報発信

http://www.daiwa-grp.jp/
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時期（予定） スケジュール概要

2019年9月26日 権利付き最終日

10月下旬 決算発表（2019年度第2四半期）

12月上旬 期末配当⽀払・配当通知発送

12月上旬 「株主優待品カタログ」発送

2020年1月下旬 決算発表（2019年度第3四半期）

1月下旬 株主優待品申込締切

3月27日 権利付き最終日

4月下旬 決算発表（2019年度第4四半期）

6月上旬
期末配当⽀払・配当通知発送
「定時株主総会招集ご通知」（「議決権⾏使書」同封）発送
「株主優待品カタログ」発送

6月下旬 第83回定時株主総会

※一部、過去の実績に基づいて作成

今後のIRスケジュール（予定）
参考資料



大和証券グループ本社 IR室
TEL: 03-5555-1300   FAX: 03-5555-0661

E-mail: ir-section@daiwa.co.jp
URL: http://www.daiwa-grp.jp/ir/

mailto:ir-section@daiwa.co.jp
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